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業務・資本提携及び合弁会社設立に関するお知らせ 

 

 

 

  (株)創通エージェンシー〔本社：東京都中央区 社長：湯浅昭博〕と(株)フォーサイド・ドッ

ト・コム〔本社：東京都新宿区 社長：安嶋幸直〕は、下記のとおり業務・資本提携及び合弁会

社設立に関し、本日開催された両社の取締役会決議を経て、基本合意書を締結いたしましたので、

お知らせいたします。 

 

記 

 

１．資本提携及び業務提携の趣旨 

 (株)創通エージェンシーはテレビアニメーション番組の企画・制作及びその二次利用を行う版

権ビジネスを展開しておりますが、新たに実写コンテンツを基にした事業拡大を計画しておりま

す。テレビアニメーション事業において蓄積した出版社・放送局との関係、版権ビジネスのノウ

ハウを軸に、今般、(株)フォーサイド・ドット・コムとパートナーシップを組むことで、実写コ

ンテンツという新規事業の実現を図ってまいります。 

 (株)フォーサイド・ドット・コムは、国内において、高まる映像配信・動画配信ニーズに応え

るべく、キラーコンテンツやテレビ番組制作で獲得した映像などの原盤権を様々な商品に変えて

販売する新しいビジネスモデルを構築しております。今般、(株)創通エージェンシーと提携を行

い、実写コンテンツの制作スピードを高め、量的拡大を図ることで、新規事業を発展させてまい

ります。 

 両社は、相互の特徴を融合させることで、新たな事業機会の開拓と拡大が期待できると判断し、

今回の合意に至りました。 

 

２．業務提携の内容 

 (1)両社は、共同で SF 系・学園系アニメ・コミック作品等の実写番組を企画・制作するととも

に、テレビ放送を行い、DVD の販売等二次利用の事業スキームを構築する。 

 (2)上記事業を推進する、中心的役割を担う合弁会社を設立する。 

  

 

 



３．資本提携の内容 

 両社の信頼・協力関係をより強固なものとするため、(株)創通エージェンシーは (株)フォーサ

イド・ドット・コムの普通株式 2,200 株(発行済み株式総数の 0.1％)を、(株)フォーサイド・ド

ット・コムは(株)創通エージェンシーの普通株式 1,000 株(発行済み株式総数の 2.3％)をそれぞ

れ取得する予定です。 

 尚、取得方法につきましては、(株)創通エージェンシーは(株)フォーサイド・ドット・コムの

既存株主が保有する普通株式を、(株)フォーサイド・ドット・コムは(株)創通エージェンシーの

既存株主が保有する普通株式を譲り受ける予定です。 

 

４．合弁会社設立の内容 

 両社が設立を予定している合弁会社は、SF 系・学園系アニメ・コミック作品等の実写番組の企

画・制作に伴う、原作者等との契約業務・制作会社への委託業務を行うとともに、二次利用の版

権ビジネスの窓口業務を行い、作品ごとの収益マネジメントを行う予定です。 

 出資金・出資比率・役員構成・事業計画等詳細につきましては、決定次第速やかに発表いたし

ます。 
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５．業務・資本提携先の概要 

 (1)商 号  株式会社フォーサイド・ドット・コム(JASDAQ 証券取引所上場) 

 (2)所 在 地  東京都新宿区六丁目 10 番 1 号 

 (3)代 表 者  代表取締役社長 安嶋幸直 

 (4)資 本 金  16,861 百万円(平成 17 年 4 月 30 日現在) 

 (5)事業内容  コンテンツ事業ならびに広告物販事業 

 (6)従 業 員  157 名(連結 591 名) (平成 17 年 4 月 30 日現在) 

 尚、平成 17 年 9 月 5日現在、両社間に資本関係、取引関係、人的関係はありません。 

 

６．今後の日程 

 (1)平成 17 年 9 月 5日 業務・資本提携及び合弁会社設立に関する基本合意書締結 

 (2)平成 17 年 9 月上旬 相互に株式取得 

 (3)平成 17 年 10 月頃  合弁会社設立及び合弁事業契約書の締結 

 

７．今後の業績に与える影響 

 当期中(平成 18 年 8 月期)における、業績に与える影響は軽微であると予想しております。来期

(平成 19 年 8 月期)以降の連結業績への影響は、明らかになり次第お知らせいたします。 

 

以 上 

 


